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証券コード５７４２
2024年６月６日

（電子提供措置の開始日2024年5月31日）

株 主 各 位
富山県富山市流杉２５５番地

代表取締役会長兼社長CEO 西 川 浩 司

第５３期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、ありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第５３期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
なお、本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェ

ブサイトに「第５３期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.nic-inc.co.jp

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記のウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦
覧書類／PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類
をご検討くださいまして、3頁から4頁の「議決権行使についてのご案内」をご確認のうえ、
2024年６月21日（金曜日）午後６時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げま
す。

敬 具
記

１. 日 時 2024年６月22日（土曜日）午前10時（開場午前９時）
２. 場 所 富山県中新川郡立山町塚越字鍋田398番地176

エヌアイシ・オートテック株式会社 立山第１工場
３. 目 的 事 項

報 告 事 項 第53期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件
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４. 招集にあたっての決定事項
【書面による議決権行使の場合】
議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたも

のとして取り扱わせていただきます。
【重複行使の取扱い】
議決権行使書面とインターネットの双方で議決権を重複して行使された場合は、インタ

ーネットによる議決権行使を有効なものとして取り扱わせていただきます。
また、インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後の議決権

行使を有効なものとさせていただきます。
以 上

第５３期 期末配当金のお知らせについて

2024年５月10日開催の当社取締役会において第53期の期末配当金は、１株当たり21円を、
2024年６月24日（月曜日）を支払開始日としてお支払いすることを決議いたしました。

期末配当金に関する重要書類は、2024年６月22日（土曜日）に発送の第53期定時株主総会
決議ご通知に同封いたしますので、ご留意のほどお願い申し上げます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本株主総会にご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま

す。
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議決権行使についてのご案内

■ 株主総会にご出席される場合

■ 事前に議決権を行使いただく場合

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただく
とともに同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご記入いただきご
送付ください。

次頁のインターネット等による議決権行使のご案内をご高覧の上、
画面の案内に従って、賛否を入力してください。

スマートフォンでの議決権行使は、「スマート行使」をご利用ください。

2024年６月22日（土曜日）午前10時

2024年６月21日（金曜日）午後６時必着

2024年６月21日（金曜日）午後６時まで

開催日時

行使期限

行使期限

書面による議決権行使

インターネットによる議決権行使

※�郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効なものとして取扱
わせていただきます。
※�インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。
※�インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトが利用できない場合があります。
※�議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通信費等は株主様のご負担となります。

 ご注意事項
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インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決
権行使ウェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

インターネット等による
議決権行使のご案内

「次へすすむ」をクリック

1.   議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「パスワード」
を入力し、「次へ」をクリック

3.   パスワードの入力

入 力

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2. ログインする

クリック

入 力

(受付時間9：00～21：00）

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート�専用ダイヤル

ふ0120-652-031

議決権行使ウェブサイトのご利用に関するお問い合わせ

アクセス手順について

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。

「スマート行使」について

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

https://www.web54.net

議決権行使ウェブサイト

2024年６月21日（金曜日）
午後６時まで

議決権
行使期限

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、
「議決権行使コード」および「パスワード」が入力不要でアクセスできます。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権
行使ウェブサイトログインQRコード」をスマートフォンか
タブレット端末で読み取ります。

見本
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由
組織強化、業務効率化を目的に拠点の集約を図るため、2023年６月24日開催定時株主総会において定

款第3条に定める本店所在地を「富山県富山市」から「富山県中新川郡立山町」に変更すること並びに、当
該変更について、2024年３月31日までに開催される取締役会において決定する本店移転日をもって効力
を生じることとする旨の附則を設けることについて承認いただきましたが、現状の組織体制を踏まえ、本
店所在地を「富山県富山市」に再度変更すること並びに当該変更に係る附則を削除することといたします。

２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

(下線は変更箇所）
現 行 定 款 変 更 案

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を 富山県 中新川郡立山町

に置く。

（本店の所在地）
第３条 当会社は、本店を 富山県 富山市に置く。

（附則）
１． 定款第３条（本店の所在地）の変更は、2024

年３月31日までに開催される取締役会において決
定する本店移転日をもって効力を生じるものとす
る。

２． 本附則は、当該本店移転日経過後にこれを削除
する。

＜ 削 除 ＞
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第２号議案 取締役６名選任の件

取締役６名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役６名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、社外取締役 伴基氏は、2022年6月より当社社外取締役を務められましたが、ご本人のやむを得な

ない事情により2023年11月22日付にて辞任の申し出を受けるに至りました。社外取締役について、当社事
業を理解し経営への助言や監督の任務を遂行しうる適任者の選任に努めましたが、社外取締役として当社が
求める適格性を欠くような方を選任することは、当社経営に悪影響を及ぼす可能性があることにより、本定
時株主総会に社外取締役選任議案を提出するまでには至りませんでした。
当社としては、コーポレート・ガバナンス体制の強化は重要な経営課題の一つと捉えており、引き続き、

社外取締役の選任に向けて適任者の選定を行ってまいります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

【再 任】

西
にし

川 浩 司
かわ ひろ し

1956年１月８日生

1980年 4 月 株式会社不二越 入社
1986年 4 月 当社 入社
1992年 6 月 当社 取締役
1997年 7 月 当社 代表取締役専務
1999年 8 月 当社 代表取締役社長
1999年10月 株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役（現任）
2014年 5 月 当社 代表取締役会長 CEO(最高経営責任者)
2022年10月 当社 代表取締役会長兼社長CEO(最高経営責任者)

（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役

3,704,900
株

【取締役候補者とした理由】
西川浩司氏は、代表取締役として当社の経営を牽引し、経営の重要事項の決定及び業務執行に対

する監督など当社の企業価値向上に資するべく役割を務めております。今後においても更なる貢献
が期待できるため、取締役候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

2

【再 任】

野 村 良 一
の むら りょう いち

1961年６月17日生

1985年 4 月 当社 入社
1998年10月 当社 開発部長
2006年 6 月 当社 執行役員 開発部長
2009年10月 当社 執行役員 技術開発部長
2012年 6 月 当社 取締役 執行役員 技術開発部長
2017年 6 月 当社 常務取締役 執行役員 技術開発部長
2019年10月 当社 専務取締役 執行役員 技術開発部長
2021年 4 月 当社 専務取締役 技術開発担当
2022年 4 月 当社 専務取締役 技術開発・製造担当
2022年10月 当社 取締役 副社長執行役員CTO(最高技術責任者)

（現任）

3,200株

【取締役候補者とした理由】
野村良一氏は、長年にわたり開発部門を統括し、各種装置の設計及び新製品の開発によって培われ

た豊富な知見と実績に基づくリーダーシップの発揮により、グローバルな提案力強化を通じた企業価
値向上の実現と取締役会の意思決定機能の強化が期待できるため、取締役候補者としたものでありま
す。

3

【再 任】

新
にっ

夕
た

秀典
ひでのり

1958年4月12日生

1981年 4 月 日本カーバイド工業株式会社 入社
2004年 4 月 同社 化成品事業部 化成品ビジネスユニット

ビジネスユニットリーダー
2013年 4 月 同社 化成品事業部 事業部長
2013年 6 月 同社 取締役 化成品事業部長
2014年 6 月 同社 取締役 機能製品事業本部長
2015年 4 月 同社 取締役 研究開発センター長
2016年 6 月 同社 執行役員 研究開発センター長
2017年 1 月 同社 執行役員 魚津早月工場長
2019年 4 月 ビニフレーム工業株式会社 代表取締役社長
2022年 4 月 同社 非常勤顧問
2023年 6 月 当社 取締役 副社長執行役員（現任）

―株

【取締役候補者とした理由】
新夕秀典氏は、長年上場企業及びグループ会社において開発及び企業経営に携わり、豊富な経験と

高い見識を有しております。その豊富な経験と高い見識を活かし当社経営に参画することで、当社の
事業強化、企業価値向上及び取締役会の意思決定機能の強化が期待できるため、取締役候補者とした
ものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

4

【再 任】

猿
さる

田
た

崇
たかし

1971年8月24日生

1996年12月 当社 入社
2005年 4 月 当社 営業企画部長
2009年10月 当社 営業部設備営業グループ長
2012年 7 月 当社 営業部副部長
2020年 6 月 当社 執行役員 営業部副部長
2021年 4 月 当社 執行役員 営業部長
2022年11月 当社 常務執行役員 アルファフレーム事業本部長
2023年 4 月 当社 常務執行役員 営業本部長
2023年 6 月 当社 取締役 常務執行役員 営業本部長（現任）

5,700株

【取締役候補者とした理由】
猿田崇氏は、長年にわたり当社の営業に携わり、営業部門を統括し、豊富な知見と実績に基づくリ

ーダーシップの発揮により、社内における営業体制の強化を図るとともに、グローバルな提案力強化
を通じた企業価値向上と取締役会の意思決定機能の強化が期待できるため、取締役候補者としたもの
であります。

5

【再 任】

山
やま

崎
ざき

克己
かつ み

1964年11月18日生

1994年 9 月 当社 入社
2005年 4 月 当社 設計部設計２課長
2009年10月 当社 製造部設計グループ長
2013年 4 月 当社 技術開発部設計グループ長
2017年 7 月 当社 技術開発部装置技術グループ長
2020年 6 月 当社 執行役員 技術開発部副部長
2021年 4 月 当社 執行役員 技術開発部長
2022年 4 月 当社 執行役員 立山第3工場長
2022年11月 当社 常務執行役員 装置事業本部長
2023年 4 月 当社 常務執行役員 技術本部長
2023年 6 月 当社 取締役 常務執行役員 技術本部長（現任）

―株

【取締役候補者とした理由】
山崎克己氏は、長年にわたり各種装置製作における設計及び製作の責任者を歴任し、豊富な知見と

実績に基づくリーダーシップの発揮により、社内における生産技術力の強化を図るとともに、グロー
バルな提案力強化を通じた企業価値向上と取締役会の意思決定機能の強化が期待できるため、取締役
候補者としたものであります。
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候補者
番 号

氏 名
生年月日 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

6

【再 任】

西
にし

川
かわ

重子
しげ こ

1962年1月20日生

1979年 9 月 ゲン企画プロダクション所属
1988年 6 月 当社 代表取締役会長兼社長CEO西川浩司氏と婚姻
2001年 6 月 株式会社ソサエティ・オブ・スタイル所属
2023年 6 月 当社 取締役 相談役（現任） ―株

【取締役候補者とした理由】
西川重子氏は、当社と異なる事業分野で活躍し、広報やマーケティングに深い造詣を有します。豊

富な経験と知識に基づくグローバルで多様な視点を経営に活かしていただけると判断し取締役候補者
としたものであります。

（注)１．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．取締役候補者西川浩司氏は、当社の経営を支配している者であります。

以 上
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事 業 報 告
（自

至
2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

Ⅰ 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当社は、2023年８月31日付で当社の子会社であったNIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.の清算が結了したこ
とに伴い、当事業年度より非連結決算に移行しました。
当事業年度におけるわが国経済は、混沌とした国際情勢に伴い世界経済の状況も刻々と変化し続けている

中、先行きの不透明感が続きました。このような状況下において、当社主力製品である「アルファフレームシ
ステム」の一般顧客向け販売は堅調に推移しました。しかし、自動化・省人化装置等については、様々な案件
に対して積極的に取り組み続けているものの、AI等々、これからの驚異的な技術革新に対応するための半導体
関連企業及びFPD製造関連企業の設備投資が来期以降にずれ込むこととなり、当事業年度においての受注は低
調な結果となりました。また、提案営業の強化、お客様の利便性を高める新製品の開発を推進するとともに、
製造原価低減に向けた生産体制の見直しにも取り組んでいるものの、地政学リスクや円安に端を発した原材料
価格の高止まりによる製造原価への影響は継続しており、利益確保が困難な状況となりました。
この結果、当事業年度の売上高は4,852百万円（前期比72.9％）、営業損失が478百万円（前期は営業損失

142百万円）、経常損失が482百万円（前期は経常損失112百万円）、当期純損失は繰延税金資産の取り崩しが
発生した結果、599百万円（前期は当期純損失158百万円）となりました。
なお、当社は当事業年度より、組織体制を見直し、これまでの３部門のうち「アルファフレーム部門」と

「装置部門」を統合し「ＦＡ部門」とすることといたしました。この事業体制変更により、経営資源の更なる
有効活用を推進してまいります。これに伴い、報告セグメントについても「ＦＡ部門」と「商事部門」の２部
門へ変更しております。
セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

◆ ＦＡ部門
ＦＡ部門におきましては、「アルファフレームシステム」の一般顧客向けの販売では、差別化を図った提

案営業活動、すなわち当社独自の設計サポートサービス「カクチャTM」及び組立作業の省人化を可能とする
「マーキングシステムTM」を訴求することで売上高は堅調に推移いたしました。

また、装置品においては、複数のロボットシステム、生産設備及び洗浄装置等を受注いたしました。しか
しながら、自動車業界にて電動化に伴う投資需要が高まる一方で、依然として半導体関連及びFPD関連の市
場全体の設備投資は延期傾向であり、来期以降に本格化する見込みのため、新規及び大型構造物案件等々に
おいて受注の鈍化が継続する状況となりました。
この結果、当部門の売上高は3,785百万円となりました。

◆ 商事部門
商事部門におきましては、消耗品や治工具類の需要が安定しており、これらの売上高は堅調に推移しまし

たが、機械設備関係については、中国経済の減速に伴う海外景気の下振れ懸念等により主要顧客の投資控え
が起こり、受注が減少する状況となりました。
この結果、当部門の売上高は1,067百万円となりました。

（2）設備投資の状況
当事業年度中に実施した設備投資の総額は108百万円であり、その主なものは、FA部門新製品の金型と配送

用車両の取得であります。

（3）資金調達の状況
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当事業年度における重要な資金調達はありません。なお過去に製造拠点の新設にあたり金融機関から総額
2,310百万円の借入を実行しており、それらの内901百万円の返済を終えており、当事業年度末における長期
借入金の残高は1,409百万円であります。

（4）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
当事業年度において該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
当事業年度において該当事項はありません。

（6）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当事業年度において該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
当事業年度において該当事項はありません。

（8）対処すべき課題
当社は、コスト競争力・収益力をより強固なものとし、多様化するお客様のニーズに対して柔軟かつタイム

リーに対応する、環境変化に強い企業体質づくりを当面の課題として捉えております。
そのために、当社の技術力を活かして「製造業の品質向上と合理化に貢献」を当社の使命と位置づけ、以下

の具体的なテーマに沿って、課題解決のための施策を着実に実行してまいります。
① 販売戦略の強化

当社の主力製品である「アルファフレームシステム」の収益の増加を図るために、お客様の人的負担の削
減と効率化をサポートする「カクチャTM」「マーキングシステムTM」を活用し、設計から組立までの支援を含
めた当社の総合的な優位を前面に出した販売戦略を推進しております。これらのサービスは、新しい付加価
値の創造としてお客様より高い評価を得ており、リピート注文も増加していることにより、これらサービス
の更なる充実に努めてまいります。
また、今後の科学技術の進歩・高度化、省エネ推進による環境技術導入の高まりにより、多岐にわたる産

業で、クリーン環境技術の需要が拡大しております。この分野においては、当社特有の高機能なクリーン技
術の一層の普及活動に努めてまいります。そして、美観と仕様変更に対するフレキシビリティを兼ね備えた
「アルファフレームシステム」に洗浄・検査・搬送・梱包の各分野において蓄積された多くのコアとなる機
械要素技術を融合させた製品づくりを目指し、高品質・高付加価値製品の提供に努めてまいります。
なお、当社の中期経営計画として、以下戦略を掲げております。

FA事業一体化による効率運営ⅰ自動化省力化設備を広く理解し、顧客のアルファフレーム潜在ニーズを掘
り起こす。

ⅱ高剛性のアルファフレームを活用し、大型構造物件受注の拡大をはかる。
企業ブランディングの確立 ⅰ安心（実績とデータに基づく技術力）

ⅱ便利（モジュール品、キット品などの企画力）
ⅲ柔軟（「カクチャTM」「マーキングシステムTM」などの個別案件対応力）

技術革新への取り組み ⅰ今後、ますます高度化する情報通信技術により大きく変貌していく社会環
境に対応するため、拡大かつ高度化する半導体及びＦＰＤ市場並びにその
関連生産設備に活用される “アルファフレームシステム” の技術力を強化
するとともに供給能力を拡充する。

ⅱ次世代の高度化する生産形態に対し、ＦＡ装置メーカーとしての対応能力
を強化する。
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② 開発力の強化
当社は、お客様のニーズにお応えすべく、製造業の「モノづくり」に貢献する製品を継続的に提供し、更

なる高精度化・高品質化・高付加価値化を達成するために研究開発活動は必須事項と捉えております。
付加価値を加えた新製品の継続的な開発は、他社との差別化を図る上で重要であり、次世代を展望した開

発体制の整備は、当社の長期的な成長の礎になるものと考えております。
さらに、今後の競争を勝ち抜くためには、当社設立時より培ってきた洗浄・検査・搬送・梱包の各分野で

の技術力とお客様のニーズを結びつける製品の開発スピードを速める努力が求められております。このよう
に、研究開発レベルの向上は当社にとっての重要課題と位置づけ、より組織的な研究開発体制の強化を図っ
てまいります。
また、生産工場における個々の部品の要求品質が高まる中での自動化のニーズは、高効率化及び高品質化

はもとより、これまでの大量生産に適した生産設備とは異なり、多品種、変種変量生産に適した新たな生産
設備へ要求が高まっている状況であります。当社は、これまでどおり、洗浄装置、検査装置、クリーン装置
等、お客様のニーズを的確に捉え、製造業の高効率化・高品質化に貢献できるよう、新技術を取り入れた次
世代のＦＡ装置や「アルファフレームシステム」を活用したユニット化等の開発に注力してまいります。

③ 生産体制の強化
当社では、お客様からの「高品質・低コスト・短納期」の強い要求にお応えすべく、製造工程の見直しや

各製造拠点や外注先との連携等によって、その最適化・効率化を全社的に図り、作業時間短縮や品質向上に
向けた生産機械設備の改良・導入を検討し、製造原価及び諸経費の低減活動に取り組み、生産効率を高める
作業環境の整備に注力しております。これらの施策によって、生産体制の充実を図り、よりコストパフォー
マンスに優れた製品群の提供に努め、お客様の満足度向上を図ってまいります。

④ 人材確保と育成の強化
当社は、お客様の多種多様なニーズを先取りし、製品の高精度化・高品質化・高付加価値化を実現するこ

とによってお客様からの高い信頼を獲得するためには、高度な技術とサービスを提供することが重要であ
り、そのためには、「新製品の開発や当社技術力の向上」及び「商品知識や要素技術の習得」ができるノウ
ハウを持った優秀な人材の確保及び育成が重要と考えております。特に業容の拡大を図るには、これら人材
が必須となっており、将来を見据えての積極的な採用を推進しております。また、教育制度の充実により、
専門能力の底上げを図りながら、各部門の継続的な成長を支える人材育成を進めてまいります。

⑤ 管理体制の強化
当社は、企業の社会的責任を果たすべく、リスク管理やコンプライアンスを徹底し、お客様のニーズを捉

えた積極的な営業展開を図り、製造原価及び諸経費の低減活動を推進するとともに、開発力及び生産体制の
強化を図ってまいりたいと考えております。また、内部統制の管理体制の充実を図り、安全品質管理体制の
向上及びお客様の満足度向上を目指してまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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（9）財産及び損益の状況
期 別

区 分
第50期

（2021年３月期）
第51期

（2022年３月期）
第52期

（2023年３月期）
第53期(当期)

（2024年３月期）
売 上 高 （千円） 6,620,076 7,354,847 6,661,561 4,852,954
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△） （千円） 266,543 272,062 △112,231 △482,079
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （△） （千円） 182,326 161,806 △158,352 △599,743
１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） （円） 33.46 29.69 △29.06 △110.07
総 資 産 （千円） 8,218,131 8,733,404 7,940,864 6,953,904
純 資 産 （千円） 4,744,778 4,660,475 4,271,682 3,449,216
（注)１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

２．記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
３.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等の適用による売上高及び各利益への影響は軽微

であります。
４．子会社であったNIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.の清算が結了したことに伴い、当事業年度より非連結決算に移行しまし

た。よって「企業集団の財産及び損益の状況」につきましては記載を省略しております。

（10）重要な子会社の状況
① 重要な子会社の状況

2022年3月20日をもって解散した連結子会社であるNIC Autotec(Thailand)Co.,Ltd.は、2023年8月31
日付にて清算が結了しましたので、子会社は存在しません。

② 事業年度末日における特定完全子会社の状況
特定完全子会社に該当する子会社はありません。

（11）主要な事業内容
事 業 部 門 事 業 内 容

Ｆ Ａ 部 門 アルミ構造材「アルファフレームシステム」の製造、販売
ＦＡ装置（自動化・省力化装置）及びクリーンブースの開発・設計・製造・販売

商 事 部 門 工業用砥石、工具・ツール等の消耗品及び工場等の機械設備の販売

（12）主要な営業所及び工場（2024年３月31日現在）
名称 所 在 地 備 考

富 山 本 社 / 流 杉 工 場 富山県富山市流杉255番地
東 京 本 社 東京都江東区
立 山 第 １ 工 場 富山県中新川郡立山町塚越
立 山 第 ２ 工 場 富山県中新川郡立山町前沢
立 山 第 ３ 工 場 富山県中新川郡立山町利田
愛 知 事 業 所 愛知県清須市
ア ル フ ァ フ レ ー ム 関 西 大阪府東大阪市 関西営業拠点
ア ル フ ァ フ レ ー ム 九 州 福岡県大牟田市 九州出荷センター
ア ル フ ァ フ レ ー ム 北 関 東 埼玉県児玉郡 北関東出荷センター
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（13）従業員の状況（2024年３月31日現在）
区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
男 性 143名（12名） 22名減 （5名減） 39.8歳 12.0年
女 性 77名 （8名） 2名増（11名減） 38.8歳 9.0年

合計又は平均 220名（20名） 20名減 (16名減） 39.5歳 11.0年
（注)１．従業員数は就業人員であります。

２．従業員数欄の（ ）外書表示は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。
３．臨時従業員には、パートタイマー、臨時契約の従業員及び派遣社員を含んでおります。
４．平均年齢及び平均勤続年数は、小数第２位以下を切り捨てて表示しております。

（14）主要な借入先の状況
借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 富 山 第 一 銀 行 1,493百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 266百万円

（15）その他会社の現況に関する重要な事項
当事業年度において該当事項はありません。

Ⅱ 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 20,000,000 株
（2）発行済株式の総数 普通株式 5,500,000 株 （自己株式 51,446株を含む。）
（3）株主数 3,111 名 （前期末比314名増）
（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
西 川 浩 司 3,704,900 株 68.00 ％
エヌアイシ・オートテック従業員持株会 102,300 株 1.88 ％
三 協 立 山 株 式 会 社 100,000 株 1.84 ％
大 野 新 司 96,800 株 1.78 ％
近 藤 雅 介 81,400 株 1.49 ％
ダ イ ド ー 株 式 会 社 70,000 株 1.28 ％
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 50,000 株 0.92 ％
植 田 潤 次 郎 45,000 株 0.83 ％
水 間 隆 二 36,200 株 0.66 ％
東 レ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 25,000 株 0.46 ％
（注）当社は、自己株式 51,446株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は自己株式を控除して

算出しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
当事業年度末において該当事項はありません。
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Ⅲ 会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の氏名等（2024年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況
代表取締役会長兼社長 西 川 浩 司 Ｃ Ｅ Ｏ

(最高経営責任者) ・株式会社ホンダ自販タナカ 社外取締役

取締役副社長執行役員 野 村 良 一 Ｃ Ｔ Ｏ
(最高技術責任者)

取締役副社長執行役員 新 夕 秀 典 管 理 担 当

取締役常務執行役員 猿 田 崇 営 業 担 当

取締役常務執行役員 山 崎 克 己 製 造 担 当

取 締 役 相 談 役 西 川 重 子

常 勤 監 査 役 横 溝 和 久

監 査 役 白 石 康 広 ・弁護士 白石綜合法律事務所 代表パートナー
・三菱ＨＣキャピタル債権回収株式会社 取締役

監 査 役 吉 田 泰 三 ・亜細亜大学 特任教授

（注)１．監査役 横溝和久氏、監査役 白石康広氏及び監査役 吉田泰三氏は、社外監査役であります。
２．監査役 白石康広氏は、弁護士として企業法務に精通しており、豊富な経験と知見を有するものであります。
３．監査役 吉田泰三氏は、国税庁での要職及び上場企業の経理担当執行役員を歴任し、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。
４．当社においては、意思決定・監督と執行との分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しております。執

行役員は５名で、副社長執行役員 野村良一氏、副社長執行役員 新夕秀典氏、常務執行役員営業本部長 猿田崇氏、常務執
行役員技術本部長 山崎克己氏、執行役員営業本部副本部長 澤井洋通氏で構成されております。

５．取締役相談役 西川重子氏は、代表取締役会長兼社長 西川浩司氏の配偶者であります。
６．当事業年度中に退任した取締役及び監査役

退任時の会社における地位 氏 名 退任時の重要な兼職の状況 退 任 日
社外取締役 伴 基 2023年11月22日

なお、伴基氏は、辞任による退任であります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額を上限として、
その額を超える部分については免責されることとしております。

（3）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額
① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関しましては、株主総会の決議により定められた報酬
総額の範囲内において、全取締役（６名）出席のもと開催された取締役会で年度毎の予算編成時に役員報酬
に関する報酬方針を決定し、その方針に則り取締役及び監査役の各報酬総額を定めております。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の報酬額については、2013年６月22日開催の第42期定時株主総会において、年額700,000千円

以内（但し、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない）と決議されております。当該定時株主総会終
結時点の取締役の員数は６名です。
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監査役の報酬額については、2004年６月23日開催の第33期定時株主総会において、年額30,000千円以
内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

③ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
各取締役の報酬額については、第52期定時株主総会後に開催された取締役会において、全取締役（７名）

及び全監査役（３名）が出席のもと、代表取締役会長兼社長西川浩司に一任することを決議し、この委任決
議のもと、第42期定時株主総会の決議により定められた取締役の年間報酬総額以内かつ第53期の年度予算
で定めた取締役の年間報酬総額以内で、各取締役の職務と責任に応じて決定しております。
これらの権限を委任した理由につきましては、最高経営責任者である代表取締役会長兼社長西川浩司が、

各取締役の取締役会又は経営会議等での業務報告を踏まえた上で、監査役又は執行役員等より各取締役の業
務執行状況についての意見を聴取し、当該手続きを経て取締役の個人別の報酬額を決定していることから、
取締役会も基本的にその答申を尊重しており、よって、この決定について適正であると判断しております。
また、各監査役の報酬額については、第52期定時株主総会後に開催された監査役会において、全監査役

（３名）が出席のもと、第33期定時株主総会の決議により定められた監査役の年間報酬総額以内かつ第53期
の年度予算で定めた監査役の年間報酬総額以内で、各監査役の職務と責任に応じ、監査役の協議によって決
定しております。

④ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬 非金銭報酬等

取締役 83,853 83,853 ― ― 7
監査役 20,808 20,808 ― ― 3
合計

(うち社外役員)
104,661 104,661 ― ― 10
（26,808） （26,808） （4）

（注)１．当事業年度末現在の人員は、取締役6名、監査役３名（全員社外監査役）の計９名であります。
２．報酬額合計欄の（ ）内書表示は、社外役員全体の報酬等の合計額であります。

（4）社外役員に関する事項
重要な兼職先と当社との関係及び当期における主な活動状況等
・社外取締役
氏名 重要な兼職先と当社との関係及び主な活動状況

伴 基 当事業年度開催の取締役会には、在任中に８回開催した取締役会の全てに出席し、主に出身
分野である製造業の経験・見地を活かし、事業計画及び成長戦略の実現に向けた助言を行い、
取締役会の意思決定機能の妥当性及び適正性を確保するための適切な役割を果たしておりま
す。
同氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の

親族その他これに準ずるものではありません。
（注)社外取締役 伴基氏については、2023年11月22日の辞任までの状況を記載しております。
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・社外監査役
氏名 重要な兼職先と当社との関係及び主な活動状況

横 溝 和 久 当事業年度開催の取締役会には、12回開催した取締役会の全てに出席し、主に出身分野であ
る製造業の経験・見地を活かすとともに、経営全般にわたり疑問点等を明らかにするため適宜
質問し、意見を述べております。
また、当事業年度開催の監査役会には、12回開催した監査役会の全てに出席し、監査結果に

ついての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
同氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の

親族その他これに準ずるものではありません。

白 石 康 広 当事業年度開催の取締役会には、12回開催した取締役会の全てに出席し、主に弁護士として
の専門的見地から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持について疑問点等を明らかにす
るため適宜質問し、意見を述べております。
また、当事業年度開催の監査役会には、12回開催した監査役会の全てに出席し、監査結果に

ついての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
同氏は白石綜合法律事務所の代表パートナーであり、同法律事務所と当社の間に利害関係は

ありません。また、三菱ＨＣキャピタル債権回収株式会社の取締役に就任しており、同社と当
社の間に利害関係はありません。
同氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の

親族その他これに準ずるものではありません。

吉 田 泰 三 当事業年度開催の取締役会には、12回開催した取締役会の全てに出席し、主に会計・税務等
の専門的見地から、当社の会計分野に関する事項について疑問点等を明らかにするため適宜質
問し、意見を述べております。
また、当事業年度開催の監査役会には、12回開催した監査役会の全てに出席し、監査結果に

ついての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。
同氏は、亜細亜大学 特任教授であり、同大学と当社の間に利害関係はありません。
同氏は、当社又は当社の特定関係事業者の業務執行者若しくは役員の配偶者、三親等以内の

親族その他これに準ずるものではありません。
（注）監査役横溝和久、白石康広、吉田泰三の３氏は、株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

Ⅳ 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額
① 当社の当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 26,000千円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 26,000千円
（注）上記金額は、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査に対する報酬額を明確に区分していないため、これらの合計額で記載

しております。
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（3）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画に

おける監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性
を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

（4）非監査業務の内容
当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）を委託しておりま

せん。

（5）責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額と
しております。

（6）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その他その必要があると判断した場合は、会計

監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出
いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合に、

監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役
は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

Ⅴ 会社の体制及び方針
（1）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、2015年５月11日開催の取締役会において、業務の適正性を確保するための体制等の整備について
以下のとおり一部改正し、決議いたしました。なお、当社は、会社法第２条第６号に規定する大会社には該当
しないため同法第362条第５項の適用は受けませんが、内部統制システム構築の重要性に鑑み、決議を行った
ものであり、その内容の概要は以下のとおりであります。

１. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、倫理規程及びコンプライアンス規程を制定・施行し、取締役、執行役員及び社員(以下、「役員・
社員」という。）が法令・定款等を遵守することの徹底を図るとともに、リスク管理体制の強化にも取り組
む等、内部統制システムの充実に努める。

② 当社は、取締役会規程、経営会議規程、執行役員規程、職務権限規程、決裁基準要領等を定め、法令及
び定款に則った経営を行う。

③ 取締役会は、法令・定款及び取締役会規程等に従い、経営に関する重要事項を決定する。
④ 当社は、独立役員を選任し、一般株主の利益の保護を図るとともに、経営の透明性の一層の向上と客観
性の確保を図る。

⑤ 当社の代表取締役会長直轄の内部監査チームは、内部監査規程に基づき業務全般に関して法令・定款及
び社内規程等の遵守状況、職務執行の手続の妥当性について、取締役会及び監査役会へ、その結果を報告
する。

⑥ 反社会的勢力に対しては、会社として毅然とした態度で臨むものとし、当社の役員・社員は、万一反社
会的勢力から何らかのアプローチを受けた場合は、速やかに上司に報告するとともに、暴力追放運動推進
センター及び所轄警察署などの外部専門機関と連携し、その対処にあたる。

⑦ 当社の役員・社員は、業務遂行上、直接・間接を問わず、詐欺・恐喝等の不正・犯罪行為に関わること
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なく良識ある行動をとるものとし、そのような不正・犯罪行為あるいはそのおそれがある事態に遭遇した
場合は、毅然とした態度で臨むと同時に、速やかに上司に報告するとともに、暴力追放運動推進センター
及び所轄警察署などの外部専門機関と連携し、その対処にあたる。

⑧ 当社の役員・社員が法令・定款及び各種社内規程等に違反する行為を発見した場合、社員が直接通報で
きる内部通報制度にて当社顧問弁護士を通報窓口として内部監査チームへ速やかに報告が上がる体制を整
備する。

２. 当該株式会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 法令及び取締役会規程の定めるところに従い、取締役の職務の執行・意思決定に係る取締役会議事録及
び経営会議議事録を作成し、適切に保管・管理する。

② 各部署の業務遂行に伴って職務権限基準に従って決裁される案件は、電子システムあるいは稟議書、申
請書等の書面によって決裁し、適切に保管・管理する。

③ これらの情報は、主管部署が秘匿管理に配慮した厳格な保管・管理を行い、取締役、監査役等から業務
上の必要により閲覧の申請があった場合には、閲覧できる仕組みとし、全ての決裁の記録は監査の対象と
する。

④ 取締役会、経営会議その他重要な会議の議事録、決裁及び申請書類並びに契約書類については、それぞ
れ法令又は社内規程に定める期間保存する。

⑤ 「情報セキュリティ対策規程」に従い、情報の適切な保管・管理を徹底し、情報の漏洩や不適切な利用を
防止する。

３. 当該株式会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスクを早期に発見し、必要な対策を検討・実行することにより、発生率の低減を図るとともに、万一
発生した場合に会社に与える被害の最小化に努め、その目的達成のため、「リスク管理規程」に基づき行動
する。また、損失の危険が発生・発見された場合には、「経営危機管理規程」に基づき、対策本部を設置す
る等、被害の回避及び被害拡大防止に努める。

② 全社的・組織横断的なリスクのマネジメントについては、各部門長を管理責任者として任命し、その責
任の下、リスク管理マニュアルを策定する等、具体的対策を講じる。

③ 全社的レベルのリスク以外の個別のビジネスリスクの管理は、それぞれのリスク管理責任者が担当し、
リスクの発生を極小化するために、本来業務の一環として必要な措置を講ずる。

４. 当該株式会社の取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
① 取締役会を設置し、会社の重要な業務執行の決定及び個々の取締役の職務執行の監督を行う。また、監
査役会を構成する監査役は、取締役の職務執行を監査する。なお、取締役の任期は、職務執行上の責任を
明確にするため１年と定めている。

② 効率的で機能的な経営を行うため、取締役会の構成は小規模なものとし、業務執行については明確な形
で執行役員及び社員に権限を委譲する。

③ 事業戦略などの会社の重要事項について、また会社の日常的な業務執行に関する事項については、取締
役、執行役員及び会長又は社長が指名するグループ長等によって構成される経営会議で審議し議論する。

④ クロス・ファンクション活動（機能横断的活動）を進めるため、取締役、執行役員、グループ長等によ
って構成されるグループ長会議を開催し、会社が取り組むべき各種の課題や問題を発掘し、それをライン
組織に提案する。

⑤ 社内意思決定の迅速化を図り、意思決定プロセスを明確にするため、明確で透明性の高い職務権限基準
を整備する。

⑥ 中期経営計画及び年度事業計画の策定を通じ、経営方針と事業目的を具体化し共有することにより、効
率的かつ効果的な業務執行を行う。
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５. 当該株式会社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職務を行うべき者そ
の他これらの者に相当する者（7.及び8.において「取締役等」という。）の職務の遂行に係る事項の当該株式
会社への報告に関する体制
当社は、当社及び当社子会社の取締役が出席する取締役会や経営会議で、当社子会社において重要な事象

が発生した場合には、当社子会社に対し報告を義務づける。
６. 当該株式会社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社が定めるリスク管理規程及び経営危機管理規程に準拠した基準を当社子会社においても構築
し、当社のリスク管理責任者がリスクカテゴリごとの責任者となり、当社及び当社子会社のリスクを網羅
的・統括的に管理する。

７. 当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社及び当社子会社は中期経営計画を具体化するため、毎事業年度ごとに当社及び当社子会社共通の重
点経営目標及び予算配分等を定める。

② 当社は、当社が定める業務分掌規程、職務権限規程、重要事項決定権限、決裁基準、その他組織に関す
る基準を、当社子会社にもこれに準拠した体制を構築する。

８. 当該株式会社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
① 当社が定める倫理規程及びコンプライアンス規程を当社子会社にも適用し、子会社の役員・社員に対し
ても周知徹底を図るとともに、当社と同様な体制を構築する。

② 当社は、当社子会社の役員・社員に対し、年１回、法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス
の意識の醸成を図る。

③ 当社子会社の役員・社員が当社の顧問弁護士に対して直接通報を行うことができるコンプライアンス・
ホットラインを整備する。

９. その他の当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制
① 適正かつ効率的で統一的なグループ経営が図られるよう、当社と当社子会社について横断的に協議でき
るマネジメントコミッティを設置する。

② マネジメントコミッティを通じて、当社子会社に対し情報発信を行うとともに、当社の経営方針を共有
し、当社及び当社子会社の意思決定が効率的かつ迅速に行われることを確保する。

③ 当社子会社においても、明確で透明性の高い権限基準を策定する。
④ 当社の内部監査チームは、当社子会社の業務執行及び法令・定款の遵守状況やリスク管理状況の確認等
を目的として、子会社の監査を実施する。

⑤ 当社の監査役は、当社子会社の監査の実効性を確保するため、定期的に当社の内部監査チーム及び子会
社の取締役と情報及び意見の交換を行う。

10. 当該監査役設置会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項
監査役会がその職務を補助する社員を置くことを求めた場合には、当社社員を配置するものとし、配置に

あたっての具体的な内容（組織、人数、その他）については、監査役会と協議の上、その意見を十分考慮し
て検討する。

11. 監査役の職務を補助すべき使用人の当該監査役会設置会社の取締役からの独立性及び当該使用人に対する
指示の実効性の確保に関する事項
① 監査役の職務を補助すべき社員の人選、異動、処遇の変更については、あらかじめ監査役会の同意を得
るものとする。
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② 監査役の職務を補助すべき社員は、他部署の業務を兼務させず、もっぱら監査役の指揮命令に従わなけ
ればならない。

12. 当該監査役設置会社の取締役及び使用人が当該監査役設置会社の監査役に報告をするための体制、その他
の当該監査役設置会社の監査役への報告に関する体制
① 監査役は、年度監査計画を策定し、監査を実施する。当該計画には社内各部門による業務報告を含み、
これに従って、取締役及び社員は報告を実施する。

② 役員・社員は、監査役会の定めるところに従い、監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行う
ものとする。なお、前述の報告及び情報提供として主なものは、次のとおりとする。

A）会社に著しい損害を及ぼす事実又はそのおそれのある事実を発見したとき
B）役員・社員が法令もしくは定款に違反している行為をし、またこれらの行為をするおそれがあると

考えられる場合にはその旨
C）社内通報制度による通報状況及び内容

③ 役員・社員は、監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に適切な報告を行う。
④ 内部監査チームは、その監査計画や監査結果を監査役に定期的に報告を行う。
⑤ 監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、業務執行を担当する取締役は随時その担当する業務の執行
状況の報告を行う。

13. 当該監査役設置会社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員、法第598条第１項の職務を行うべ
き者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当該監査役設置会社の
監査役に報告をするための体制
① 当社子会社の役員・社員は、当社の監査役から業務の執行状況について報告を求められた場合、迅速に
適切な報告を行う。

② 当社子会社の役員・社員は、法令等の違反行為等、当社又は当社子会社に著しい損害を及ぼすおそれの
ある事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査役又は監査役会に対して報告を行う。

③ 当社と同様に、当社の顧問弁護士へ直接通報できるコンプライアンス・ホットラインによって通報され
た当社子会社の内部通報の状況は、当社の内部監査チームへ適宜報告され、定期的に当社監査役に対して
報告を行う。

14. 当該監査役設置会社の監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
① 当社の監査役へ報告を行った当社及び当社子会社の役員・社員に対し、当該報告をしたことを理由とし
て不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社の役員・社員に周知徹底を行う。

② 当社子会社における内部通報制度として、当社及び当社子会社の役員・社員が当社の監査役へ直接通報
を行うこともできることを定めるとともに、当該通報したこと自体による解雇その他いかなる不利益な取
扱いを行ってはならないことを明記する。

15. 当該監査役設置会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
① 当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求
をしたときは、担当部署である管理部において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職
務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

② 監査役会が、独自の外部専門家（弁護士、公認会計士等）を監査役のための顧問とすることを求めた場
合は、当社は、当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、その費用を負担する。

③ 当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年一定額の予算を設ける。
16. その他当該監査役設置会社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役のうち半数以上を社外監査役とし、独立性を強化する。監査役は定期的に監査役会を開催し、監
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査役相互の情報・意見交換を通じて課題を共有するとともに、必要に応じて随時協議を行う。
② 代表取締役会長及びその他取締役は、監査活動の実効性を高めるために、監査役と平素より意思疎通及
び情報の交換を図り、監査環境の整備に努める。

③ 内部監査チーム又は会計監査人の行う監査の結果とその改善状況は、監査役会にも報告されるものとし、
監査役会と内部監査チーム又は会計監査人との間で定期的な情報交換を行い、連携を図る。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、会社の業務の適正を確保するための体制整備とその

適切な運用に努めており、当事業年度における運用状況の概要は次のとおりであります。
当社は、取締役会の中で、法令・社内規程等の遵守状況を確認した上で、必要に応じて、コンプライアンス

体制の見直しを図っております。また「リスク管理規程」に基づき、経営会議や幹部会議等でリスク評価を行
い、その管理及び低減に努めております。
当社の取締役会は、取締役６名と監査役３名（全員社外監査役）が出席した上で開催し、取締役の職務執行

を監督しております。また、取締役会は、執行役員を選任し、各執行役員は、代表取締役の指揮・監督の下、
各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行しております。
内部監査チームは、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況につい

て、各部署を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表取締役及び監査役に報告しております。
監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、取締役会閉会後に開催される監査役会に加え、適宜臨時監査

役会を開催し監査役間の情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は提言の取りまとめを行っており
ます。さらに、取締役会において、議長である代表取締役は、必要に応じて各監査役に対し意見を求めること
としており、各監査役は適宜意見を述べております。また、取締役・執行役員その他使用人との対話として年
２回の業務聴取を行っているほか、内部監査チーム・会計監査人と連携して取締役及び使用人の職務の執行状
況の監査として、三様監査を実施しております。
常勤監査役は、決裁済の全稟議書を閲覧し、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査するとともに、経営

会議等、重要会議に出席し、必要な場合は意見を述べております。
当社のコーポレート・ガバナンス体制（概要）は次のとおりです。

（3）株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については、特に定め

ておりません。
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（4）剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、将来の収益力向上を図るために継続的な研究、開発投資を行いながらも内部留保の確保を図りつ

つ、「株主に対する利益還元」を重要な経営課題の一つとして捉え、経営成績やキャッシュ・フローの状況な
どを勘案し、株主の皆様にご理解していただけるよう安定的及び継続的な配当を実施していくことを基本方針
としております。
なお、当社は年２回（「中間」及び「期末」）又は年１回（期末）の剰余金の配当を行うこととしておりま

す。これらの剰余金の配当の決定機関は取締役会であり、当社定款において、「会社法第459条第１項の規定
に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる。」旨及び「取締役会の決議により、毎
年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定めております。
また、内部留保資金については、今後予想される経営環境の変化に対応すべく設備投資や研究開発活動に充

当する予定であり、資金を有効に活用して企業価値向上を図っていく方針であります。
これらの方針に基づき、株主の皆様への利益還元の機会を充実させるため、中間配当と期末配当の年２回実

施する方針にて、中間配当として１株あたり普通配当20円を実施いたしました。また、2024年５月10日に開
催されました取締役会では、１株あたり普通配当21円とすることが決議されました。これによって、当事業年
度の年間配当金は41円とさせていただきました。
なお、今後とも株主の皆様の支援に報いるため増配を常に念頭におき、事業の発展に努めてまいります。

（5）反社会的勢力排除に向けた基本方針
当社は、反社会的勢力等排除に向けた社会的責任を十分に認識し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反

社会的勢力・団体に対しては、断固とした態度で対応し、一切の関係を排除すること、それらの行動を助長す
るような行為を行わないことを基本方針としております。また、反社会的な個人又は集団による民事介入暴力
関係者から不当に金銭その他の経済的利益の不当要求に対しても、会社規程により毅然とした対応を行える体
制を整備しております。
当社では、富山県企業防衛対策協議会、富山県暴力追放運動推進センター及び所轄警察署などの外部専門機

関と連携し、折りにふれ指導を受けるとともに、情報の共有化を図っております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。
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貸 借 対 照 表
（2024年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

3,052,831
402,831
21,893

1,000,393
627,535
51,717

172,805
254,533
491,312

683
7,475
3,761

17,888

3,901,072
3,570,079
1,992,096
145,160
221,749

448
59,343

1,003,545
115,996
31,738
22,652
20,705
1,947

308,340
253,188

4,370
18,019
6,149

26,613

流 動 負 債 1,958,486
支 払 手 形 83,846
電 子 記 録 債 務 755,458
買 掛 金 311,384
短 期 借 入 金 350,000
1年内返済予定長期借入金 197,000
リ ー ス 債 務 43,571
未 払 金 86,493
未 払 費 用 50,648
契 約 負 債 314
預 り 金 19,945
賞 与 引 当 金 57,938
製 品 保 証 引 当 金 480
受 注 損 失 引 当 金 119
未 払 法 人 税 等 1,285

固 定 負 債 1,546,200
長 期 借 入 金 1,212,000
リ ー ス 債 務 106,610
退 職 給 付 引 当 金 226,007
資 産 除 去 債 務 1,583
負 債 合 計 3,504,687

純 資 産 の 部
株 主 資 本 3,408,147
資 本 金 156,100
資 本 剰 余 金 146,100

資 本 準 備 金 146,100
利 益 剰 余 金 3,140,738

利 益 準 備 金 8,750
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,131,988
別 途 積 立 金 1,430,000
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 26,025
繰 越 利 益 剰 余 金 1,675,962

自 己 株 式 △34,791
評価・換算差額等 41,069

その他有価証券評価差額金 41,069
純 資 産 合 計 3,449,216

資 産 合 計 6,953,904 負債及び純資産合計 6,953,904
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損 益 計 算 書
（自

至
2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,852,954

売 上 原 価 4,097,367

売 上 総 利 益 755,587

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,233,742

営 業 損 失 478,154

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金 7,707

仕 入 割 引 3,649

固 定 資 産 売 却 益 793

そ の 他 5,502 17,653

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,167

固 定 資 産 売 却 損 14,260

そ の 他 149 21,577

経 常 損 失 482,079

特 別 利 益

関 係 会 社 清 算 益 21,329 21,329

税 引 前 当 期 純 損 失 460,749

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,678

法 人 税 等 調 整 額 136,315

当 期 純 損 失 599,743

2024年05月21日 18時20分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20240402_01）



― 27 ―

株主資本等変動計算書
（自

至
2023
2024

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 156,100 146,100 146,100
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 損 失 （△）
固定資産圧縮積立金の取崩
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当事業年度中の変動額合計 ― ― ―
当 期 末 残 高 156,100 146,100 146,100

株 主 資 本
利益剰余金

利益準備金 その他利益剰余金 利益剰余金合計別途積立金 固定資産圧縮積立金 繰越利益剰余金
当 期 首 残 高 8,750 1,430,000 27,096 2,498,026 3,963,872
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △223,390 △223,390
当 期 純 損 失 （△） △599,743 △599,743
固定資産圧縮積立金の取崩 △1,070 1,070 ―
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当事業年度中の変動額合計 ― ― △1,070 △822,063 △823,134
当 期 末 残 高 8,750 1,430,000 26,025 1,675,962 3,140,738

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計
当 期 首 残 高 △34,791 4,231,281 40,401 40,401 4,271,682
当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △223,390 △223,390
当 期 純 損 失 （△） △599,743 △599,743
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 668 668 668

当事業年度中の変動額合計 ― △823,134 668 668 △822,466
当 期 末 残 高 △34,791 3,408,147 41,069 41,069 3,449,216
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＜個別注記表＞
【重要な会計方針に係る事項に関する注記】
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
① 市場価格のない株式等以外のもの…………‥ 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）
② 市場価格のない株式等………………………‥ 移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 商品・原材料・貯蔵品 ……………… 総平均法
② 製品・仕掛品
・アルファフレーム製品……………… 総平均法
・装置製作品…………………………… 個別法

2. 固定資産の減価償却方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
ただし、1998年４月１日以降取得した建物 (建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取得した

建物附属設備及び構築物については定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物（10年〜31年） 、構築物（10年〜40年）
機械及び装置（10年〜12年）、工具器具及び備品（４年〜10年）

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金…………………………… 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能額を計上しております。

（2）賞与引当金…………………………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事
業年度に負担すべき金額を計上しております。

（3）製品保証引当金……………………… 製品の保証期間中のアフターサービス費用の支出に備えるため、
過去の支出実績に基づき今後の支出見込額を計上しております。

（4）受注損失引当金……………………… 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末時点で将
来の損失が見込まれるものについて、翌期以降の発生見込額を計
上しております。

（5）退職給付引当金……………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係
る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便
法を適用しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
当社は、ＦＡ部門においては、製品の製造・販売、商事部門においては、製商品の販売を主な事業内容とし

ており、これらの製品及び商品の販売等を主な履行義務としております。履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
[ＦＡ部門]

当部門は、機械・装置の基礎フレームなど機械要素となるアルミニウム合金製構造部材のアルミフレーム
及びフレーム同士を結合するブラケット等の補助部品システムからなる「アルファフレームシステム」の開
発・設計・製造・販売、「アルファフレームシステム」を使用した自動化・省力化装置及びクリーンブース
やその関連機器・システム、その他マシンカバーやマシンベース等の工業製品の開発・設計・製造・販売を
行っております。
当部門の主な履行義務は、製品の製造及び販売であり、主に顧客により製品が検収された時点で当該製品

の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断し、製品の検収時点で収益を認識しています。ただ
し、出荷時点から製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間である場合は、製品が出荷された
時点で収益を認識しています。
また、装置品製作請負に関する履行義務については、当社が顧客との契約における義務の履行を完了した

部分について、対価を収受する強制力のある権利を有していると判断されるものについては、製作期間がご
く短い装置品を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる場合には、当該進捗度
を見積もり、これに基づき収益を一定の期間に渡り認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度
の見積もりの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。また、当
該進捗度を合理的に見積もることができない場合は、発生したコストの範囲で収益を認識しております。

[商事部門]
当部門は、上記部門の「メーカー機能」を活用し、工場等の製造設備導入提案営業及び工業生産財等の製

商品の販売を行っております。
当部門における主な履行義務は、製商品の販売であり、主に顧客により製商品が検収された時点で当該製

商品の支配が顧客に移転し、履行義務が充足されると判断し、製商品の検収時点で収益を認識しておりま
す。ただし、出荷時点から製商品の支配が顧客に移転される時点までの期間が通常の期間である場合は、製
商品が出荷された時点で収益を認識しています。
また、装置品製作請負に関する履行義務については、当社が顧客との契約における義務の履行を完了した

部分について、対価を収受する強制力のある権利を有していると判断されるものについては、製作期間がご
く短い装置品を除き、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができる場合には、当該進捗度
を見積もり、これに基づき収益を一定の期間に渡り認識しております。なお、履行義務の充足に係る進捗度
の見積もりの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しております。また、当
該進捗度を合理的に見積もることができない場合は、発生したコストの範囲で収益を認識しております。
なお、当社では、製商品が契約に定められた仕様を満たしていることに関する保証を提供しております

が、当該保証は別個のサービスを提供するものではないことから、独立した履行義務として区別しておら
ず、その他複数の履行義務を含む重要な契約はありません。
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【会計上の見積りに関する注記】
（一定期間にわたり充足される履行義務による収益の認識）
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度における売上高4,852,954千円のうち、一定期間にわたり充足される履行義務による売上高は
600,059千円であります。

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

装置品製作請負に係る収益の計上において、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき
収益を認識しております。進捗度は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出しており
ます。また、当該進捗度を合理的に見積る事ができない場合には、発生したコストの範囲で収益を認識して
おります。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
収益認識基準の適用に当たり用いた主要な仮定は、製造原価総額及び進捗度であり、過去の実績や事業環

境等により合理的と判断した情報に基づいて見積っております。
③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

製造原価総額及び進捗度は、過去の実績や事業環境等により合理的と判断した情報に基づいて見積ってお
ります。しかし、事後に判明する事実の存在や状況の変化による設計変更等により作業内容が変更される可
能性があります。したがって、これらの見積り及び仮定に基づく数値は、一定の不確実性を伴うため、実際
の結果と異なる場合があり、翌事業年度の計算書類に影響を与える可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度の計算書類に計上した繰延税金資産の金額は6,149千円であります。
2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、将来の課税所得の見積額及び一時差異等のスケジューリングによって繰延税金資産の回収可能性
について判断し、将来減算一時差異の解消又は税務上の繰越欠損金の使用によって将来の税金負担を軽減す
る効果を有すると認められる範囲で繰延税金資産を認識しております。

② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来の課税所得の見積額は、経営者に承認された将来の事業計画を基礎としております。当該見積りにお

いては、将来の売上高、原材料価格の推移について、入手可能な情報に基づき合理的であると判断する仮定
が含まれております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の市場動向及び当社の経営状況並びに事業戦略の変化により、見積りの前提とした条

件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度以降の計算書類に影響を与える場合があります。
（固定資産の減損）
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額

当事業年度の計算書類に計上した有形固定資産の金額は3,570,079千円であり、そのうちFA部門の金額は
3,353,258千円であります。

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、報告セグメントを基礎として概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位によって資産
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のグルーピングを行っております。継続的な営業損失又はキャッシュ・フローのマイナスや市場価格の著し
い下落等の有無により、固定資産の減損の兆候の判定を行っております。減損の兆候があると認められた資
産グループについては当該資産グループの割引前将来キャッシュ・フローの総額を一定の仮定に基づいて見
積り、帳簿価額と比較をすることで減損の認識の要否を判定しております。
当事業年度においては、継続的な営業損失が生じているFA部門において減損の兆候を識別したものの、割

引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を計上しておりません。
② 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

割引前将来キャッシュ・フローの見積額は、経営者に承認された将来の事業計画を基礎としております。
当該見積りにおいては、将来の売上高、原材料価格の推移について、入手可能な情報に基づき合理的である
と判断する仮定が含まれております。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の市場動向及び当社の経営状況並びに事業戦略の変化により、見積りの前提とした条

件や仮定に変更が生じた場合、翌事業年度以降の計算書類に影響を与える場合があります。

【収益認識に関する注記】
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位:千円）
報告セグメント

ＦＡ部門 商事部門 合計
一時点で移転される財及びサービス 3,488,379 764,515 4,252,894
一定の期間にわたり移転される財及びサービス 296,854 303,205 600,059

合計 3,785,234 1,067,720 4,852,954
2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

当社の収益認識に関して、契約及び履行義務に関する情報、また履行義務の充足時点に関する情報について
は、「【重要な会計方針に係る事項に関する注記】４．収益及び費用の計上基準」に記載しているとおりであり
ます。なお履行義務を充足した後の通常の支払期限は、顧客による検収後の請求月から概ね６か月以内であり
ます。
取引価格については、顧客への約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対

価の金額で測定しており、重要な返品及び返金義務等はなく、売上高に含まれる変動対価の金額に重要性はあ
りません。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度
末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情
報
① 契約資産及び契約負債の残高等

当事業年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれている金額は327千円であり
ます。また、当事業年度において、契約資産及び契約負債の残高に重要な変動はありません。
契約資産は、顧客との装置品の製作販売契約について、顧客との契約における義務の履行を完了した部分

について、対価を収受する強制力のある権利を有していると判断されるものであり、対価に対する当社の権
利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該装置品の製作販売契約に
関する対価は、顧客による検収後に請求し、概ね６か月以内に受領します。過去の期間に充足（又は部分的
に充足）した履行義務から、当事業年度に認識した収益（主に、取引価格の変動）の額に重要性はありませ
ん。
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②残存履行義務に配分した取引価格
当社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用

し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。当該履行義務の内容は、ＦＡ部門、商事部門に
おける装置品製作の製造、販売の履行義務であります。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。

【貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,755,368千円
2. 国庫補助金等による固定資産の圧縮額 建物 1,720千円

機械及び装置 8,513千円

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引以外の取引による取引高 102,061千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 当事業年度の末日における発行済株式の数 5,500,000株
2. 当事業年度の末日における自己株式の数 51,446株
3. 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2023年５月12日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。
① 配当金の総額 114,419千円
② １株当たり配当額 21円
③ 基準日 2023年3月31日
④ 効力発生日 2023年6月26日

2023年11月2日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。
① 配当金の総額 108,971千円
② １株当たり配当額 20円
③ 基準日 2023年9月30日
④ 効力発生日 2023年12月１日

4. 基準日が当事業年度に属する配当のうち配当の効力発生日が翌期となるもの
2024年５月10日開催の取締役会において、次のとおり決議されました。
① 配当金の総額 114,419千円
② 配当金の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 21円
④ 基準日 2024年３月31日
⑤ 効力発生日 2024年６月24日
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【税効果会計に関する注記】
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 17,642千円
棚卸資産評価損 28,627千円
退職給付引当金 68,819千円
繰越欠損金 276,344千円
その他 3,263千円
繰延税金資産 小計 394,697千円

評価性引当額 △358,406千円
繰延税金資産 合計 36,290千円

繰延税金負債
未収還付事業税 △765千円
固定資産圧縮積立金 △11,394千円
その他有価証券評価差額金 △17,980千円
繰延税金負債 合計 △30,141千円

繰延税金資産の純額 6,149千円
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 30.45％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.47％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 0.13％
住民税均等割 △0.53％
評価性引当金 △59.69％
その他 △0.05％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 △30.17％
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【金融商品に関する注記】
1. 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、短期的な調達については原則として手形割引
及び当座借越を利用する方針であります。また、長期的な調達については、安定した資金計画に基づき、銀行
借入を利用する方針であります。
受取手形、売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って低減を図っており

ます。また投資有価証券は主に業務上の関係を有する株式であり、上場株式については市場価格の変動リスク
に晒されておりますが、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その所有の妥当性について検討しており
ます。

2. 金融商品の時価等に関する事項
当事業年度の末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次表のとおりであります。

なお、市場価格がない株式等は次表には含めておりません。
貸借対照表

計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

① 投資有価証券 249,188 249,188 ―
② 長期借入金（１年以内返済分を含む） （1,409,000） （1,350,329） △58,670
（注)１．負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。

２．現金及び預金、受取手形、売掛金、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務ならびに短期借入金については、
現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

の属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
①時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 249,188 ― ― 249,188
②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年以内返済分を含む） ― 1,350,329 ― 1,350,329

①投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価

をレベル1の時価に分類しております。なお市場価格がない株式等である投資有価証券（非上場株式）の貸
借対照表計上額は4,000千円であります。
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②長期借入金（１年以内返済分を含む）
これらの時価は元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

【関連当事者との取引に関する注記】
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(%)

関連当事者と
の関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社

NIC Autotec
(Thailand）
Co.,Ltd.
（注１）

99.9
当社製品の販
売及び資材調
達

清算に伴う残余財産
の分配
（注２）

102,061 ― ―

（注)１．連結子会社であったNIC Autotec (Thailand) Co., Ltd.は2023年8月31日に清算結了しております。
２．連結子会社の清算結了に伴い、関係会社清算益21,329千円が発生しております。

【１株当たり情報に関する注記】
１株当たり純資産額 633円05銭
１株当たり当期純損失 110円07銭

（注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載し
ておりません。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2024年5月10日

エヌアイシ・オートテック株式会社
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
北陸事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 松 聡
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 枝 和 之

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、エヌアイシ・オートテック株式会社の2023

年4月1日から2024年3月31日までの第53期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

（続く）
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用して
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年４月１日から2024年３月31日までの第53期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(１) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を受けました。

(２) 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務に分担等に従い、電話回線又はインターネット等を
経由した会議システムも活用しながら、取締役、内部監査チームその他の使用人と意思疎通を図り、
情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会、経営会議その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
ける業務及び財産の状況に関しての報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制、その他株式会社の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容、及び当該決議に基づき整備されている体制（内
部統制システム）について、取締役会及び使用人からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監査及び検証をするとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日 企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

（続く）
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２．監査の結果
(１) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示していると認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムの整備に関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても指摘すべき事項は認めら
れません。

(２) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査方法及び結果は相当であると認めます。

2024年５月10日
エヌアイシ・オートテック株式会社 監査役会

常勤社外監査役 横 溝 和 久

社 外 監 査 役 白 石 康 広

社 外 監 査 役 吉 田 泰 三

以 上
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 エヌアイシ・オートテック㈱
 “立山第１工場”

株主総会会場 ご案内略図

会場 エヌアイシ・オートテック株式会社
立山第１工場

富山県中新川郡立山町塚越字鍋田398番地176
電話 076−463−5578

◆交通アクセス
○ 北陸自動車道 富山ＩＣ出口から約25分
○ 北陸自動車道 立山ＩＣ出口から約15分
○ 北陸自動車道 流杉ＰＡスマートＩＣ(ＥＴＣ限定)出口から約15分
○ ＪＲ富山駅から車で約20分
○ 富山空港から車で約30分
○ 富山地方鉄道（「電鉄富山駅」から12分）で「越中三郷駅」下車、

徒歩10分
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